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１　基礎情報 2020年8月1日現在

役員数 10 人 (都派遣職員 1 人 都退職者 2 人）
常勤役員数 1 人 (都派遣職員 0 人 都退職者 1 人）

非常勤役員数 9 人 (都派遣職員 1 人 都退職者 1 人）

1,054 人 (都派遣職員 283 人 都退職者 7 人）

333 人

10,000 千円

10,000 千円

100.0 ％

千円

千円

千円

千円 その他

非常勤職員数

(所管局) 福祉保健局

社会福祉法人東京都社会福祉事業団

設立年月日

基本財産

都出資（出捐）額

都出資（出捐）比率

1998年6月1日

常勤職員数

その他資産

東京都新宿区大久保3-10-1-201

〇被虐待児や最重度障害者など、支援困難な利用者を数多く受け入れてきた実績により
培った専門的な利用者支援のノウハウを継承し、特別な支援が必要で、民間では受入れ
困難な利用者を積極的に受け入れ、都立施設が担ってきた公的な役割やセーフティー
ネットとしての機能を担っていく。
〇都立施設改革により民間移譲を行う施設について、民間移譲先運営事業者として自主
運営を行うことと併せて、地域のニーズに対応した自主事業を積極的に展開することに
より、これまで培ってきた利用者支援のノウハウを活かすととともに、民間事業者とし
ての創意工夫と柔軟な運営により、利用者本位の質の高いサービスの提供と地域福祉の
向上に寄与する。

〇児童養護施設、障害者支援施設及び福祉型障害児入所施設の運営（指定管理及び自主
運営）
〇子育て短期支援事業の受託運営、障害福祉サービス事業（短期入所事業、共同生活援
助事業）、特定相談支援事業、一般相談支援事業、障害児相談支援事業の運営
〇知的障害者就労支援事業、知的障害者短期入所事業、障害者（児）日中一時支援事業
の受託運営

建物　障害者支援施設　希望の郷東村山（東京都東村山市萩山町１-35-１）
建物　共同生活援助事業　きらり（東京都東大和市清水６-1156-６)　　　　　　　等

所在地

団体の使命

事業概要

役
職
員
数

他の出資（出捐）
団体及び額

 ※団体の統合前に都が出資（出捐）した分も含む

団体



２　財務情報（２０１９年度決算・単位：千円）

サービス活動収益 構成割合 損益

9,580,081 100% 275,763

463,171

2,197,998 23.6% △ 363

6,984,014 72.2% 268,704

369,211 4.0% △ 6,039

28,858 0.2% 13,461

※固定資産への投資額：０

サービス活動収益内訳

＜指定管理料収益内訳＞ ＜人件費支出内訳＞

児童養護施設 2,187,220 1,375,129

障害者（児）施設 5,166,710 4,093,433

間接部門（法人本部） 0 203,530

その他事業（公益事業） 2,800 10,971

1 2,789,126 3 2,251,490

2,557,769 15,480

2,236,010

231,358 4 965,306

2 9,263,424 263,560

2,916,747 701,746

743,004 3,216,796

5,603,673 5 10,000

6 8,825,754

8,835,754

12,052,550 12,052,550

※計数処理の関係で合計が合わない場合があります。

事業全体 100% 9,304,318

（償却前損益）

児童養護施設 22.9% 2,198,361

障害者（児）施設 72.9% 6,715,310

間接部門（法人本部） 3.9% 375,250

その他事業（公益事業） 0.3% 15,397

障害者（児）施設

サービス活動費用内訳

児童養護施設

基本財産 その他

間接部門（法人本部）

その他事業（公益事業）

貸
借
対
照
表

（資産の部） （負債の部）

流動資産 流動負債

現金及び預金 借入金

有価証券

事
業
別
損
益

区分 構成割合 サービス活動費用

その他

その他 固定負債

固定資産 借入金

その他

　純資産合計

　資産合計 　負債・純資産合計

固定資産 　負債合計

有価証券 （純資産の部）

その他 基本金

就労支援事業収益 2,281 

障害福祉サービス等事業収益

1,232,929 
委託料収益 29,123 

指定管理料収益

7,356,731 

経常経費補助金収益

949,547 

経常経費寄附金収益 8,844 

その他の収益 627 

人件費

5,683,064 
事業費 1,547,617 

事務費 2,002,931 

就労支援事業費用 2,281 

減価償却費 187,408 
徴収不能額 145 

国庫補助金等特別積立金取崩額 △119,128



２　平成２７年度以降の事業実施状況

≪「サービス活動収益」、「都財政受入額」、「職員数」の推移からの分析≫

２－１　売上高から見る事業動向

２－２　都財政受入額の推移から見る都施策との連動性

２－３　職員数の推移から見る経営状況　

〇平成27年度以降、都派遣職員は都から給与等が直接支給
されるようになり、固有職員は法人の人件費として計上されて
いる。そのため、都派遣職員から固有職員への入れ替わりが
進むたびに、人件費分の収入が増加している。

○平成30年度に移転した東村山福祉園の初期費用にかかる
事業費分が減少したため、平成３１年度は収入減となってい
る。

〇都派遣職員の解消が着実に進む中、職員数に占める都派
遣職員数の割合は急速に低下し、新たに採用する固有職員・
契約職員への入れ替わりが進んでいる。

〇急速な職員の若返りと経験年数の浅い職員の急増が進む
状況において、都派遣職員は、ベテラン職員又は管理監督者
として、事業団を担う職員を育成し、これまで事業団施設が
培ってきた利用者支援のノウハウを継承させる役割を担ってい
る。

〇都財政受入額は、法人本部への運営補助金等の補助金以
外は、施設の指定管理料収入である。

〇都派遣職員は都から給与等が直接支給されていたのに対
し、固有職員は法人の人件費として計上されるため、平成27年
度以降は、都派遣職員から固有職員への入れ替わりが進むた
びに、人件費分の収入が増加している。

〇平成30年度は、東村山福祉園の分割移譲と希望の郷東村
山の開設に伴い、都財政受入額が減額となり、都財政受入額
割合も低下している。

○平成31年度は、平成30年度開設の東村山福祉園の初期費
用の減により、都財政受入額が減額している。

8,781 

9,207 

9,476 

9,798 

9,580 

8,200

8,400

8,600

8,800

9,000

9,200

9,400

9,600

9,800
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 H31

サービス活動収益 （単位:百万円）

522 537 535 928 947 

7,722 8,061 8,375 7,640 7,357 

8,244 8,598 8,910 8,569 
8,304 

94% 93% 94%
88% 87%

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 H31
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都財政受入額 （単位:百万円）

指定管理料
補助金
サービス活動収益に占める都財政受入額割合

472 418 363 337 282 

518 572 
597 698 

763 

6 10 
8 8 8 

447 447 431 365 333 

1,443 1,447 1,399 1,408 1,386 

33%
29% 26% 24%

20%
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３　主要事業分野に関する分析

（１／2）

事業
分野

サービ
ス活動
費用

再委
託費

職員
構成

事業
概要

〇児童養護施設の運営（指定管理６施設）
〇子育て短期支援事業の受託運営

各指標に基づく分析

サービ
ス活動
収益

児童養護施設

〇平成27年度以降、都派遣職員の給与等が都から直接支

給されるようになったため、都派遣職員から固有職員への

入れ替わりが進むたびに、人件費分の収入が増加している。

○平成31年度は、石神井学園の改修工事の進行に伴う、

老朽化設備の更新・修繕費用の減により、指定管理料収入

が減額している。

〇平成27年度以降、都派遣職員の給与等が都から直接支

給されるようになったため、大幅に人件費が減額となったが、

都派遣職員から固有職員への入れ替わりが進むことで、人

件費が増加している。

○都立施設の民間移譲の受け手として財務基盤を強化す

るため、組織・人事制度改革を実施し、効率的な事業運営

に努めてきた。

〇各施設において、利用者の直接支援は基本的には直営

で実施し、清掃等の建物管理、洗濯等の間接支援部門は

委託化している。

○平成30年度以降は、老朽化した設備の更新等により「そ

の他」の経費が増加している。

〇指定管理施設の清掃等の建物管理、洗濯等の間接支援

部門等については、施設の実情に応じ、再委託を行ってい

る。

〇都派遣職員の解消が着実に進む中、職員数に占める都

派遣職員数の割合は急速に低下し、新たに採用する契約

職員・固有職員への入れ替わりが進んでいる。

〇職種の構成としては約70％と大半が福祉職であり、その

他事務、看護師をはじめとする医療職、心理、調理等の多

様な職種で構成されている。

〇急速な職員の若返りと経験年数の浅い職員の急増が進

む状況において、都派遣職員は、ベテラン職員又は管理監

督者として、事業団を担う職員を育成し、これまで事業団施

設が培ってきた利用者支援のノウハウを継承させる役割を

担っている。

0 0 0 0 0 

1,894 1,939 2,049 
2,196 

2,187 

12 11 
12 

11 11 
1,906 1,950 

2,062 
2,206 2,198 

99% 99% 99% 100% 100%

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31
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児童養護施設における収益 （単位:百万円）

都財政受

入額以外

指定管理

料

補助金

収益に占

める都財

政割合

1,160 1,285 1,265 1,324 1,375 

41 
44 47 59 64 

598 
584 575 

662 760 
1,799 

1,913 
1,887 

2,045 
2,198 

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31
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3,000
児童養護施設における費用 （単位:百万円）

その他

外注費

人件費

41 44 
47 

59 
64 2.3% 2.3%

2.5%

2.9%
2.9%

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31
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100
再委託費 （単位:百万円）

再委託

費

事業費

に占め

る再委

託割合

82 77 64 60 52 

129 152 167 202 197 

2 
2 2 2 3 

103 
102 105 69 70 

316 333 
338 333 322 

26%
23% 19% 18% 16%
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職員構成（人）
再雇用・非常

勤
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員

固有職員

都派遣職員

職員数に占

める都派遣

職員の割合



主な事業成果

事業
成果
①

事業
成果
②

〇児童相談所や区市町村への虐待相談件数が急増し

ている中で、医療や療育上のケアが必要な児童や支援

の難しい児童が増えていることから、社会的養護の中で

も児童養護施設は、専門的な養育機能を担うことが求め

られている。

〇事業団運営施設は、都立児童養護施設として被虐待

により特別な支援を必要とする児童を積極的に受け入

れ、都の社会的養護におけるセーフティネットとしての役

割を果たしている。

〇児童養護施設においては、入所中の児童への支援にと

どまらず、退所後の児童の自立を継続的に支援するため、

専門のスタッフを配置し、アフターケアを推進している。

〇アフターケアの実績を積み重ね、施設退所児童の自立を

促進し、社会的養護を取り巻く大きな課題となっている退所

後の生活困難や貧困等の防止につなげることで都政に貢

献している。

359
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（人・各年度3月1日現在）



３　主要事業分野に関する分析

（2／2）

事業
分野

障害者（児）施設

事業
概要

〇障害者支援施設及び知的障害児施設の運営（指定管理４施設及び自主運営２施設）
〇共同生活援助事業、特定相談支援事業、一般相談支援事業の運営

各指標に基づく分析

サービ
ス活動
収益

サービ
ス活動
費用

再委
託費

職員
構成

〇平成27年度以降、都派遣職員の給与等が都から直接

支給されるようになったため、都派遣職員から固有職員

への入れ替わりが進むたびに、人件費分の収入が増加

している。

○平成30年度は、東村山福祉園の分割移譲と希望の郷

東村山の開設に伴い、都財政受入額が減少し、都財政

割合も低下している。

○平成31年度は、平成30年度移転の東村山福祉園の初

期費用の減により、都財政受入額が減額となっている。

○都立施設の民間移譲の受け手として財務基盤を強化

するため、組織・人事制度改革を実施し、効率的な事業

運営に努めてきた。

○各施設において、利用者の直接支援は基本的には直

営で実施し、清掃等の建物管理、洗濯・調理等の間接支

援部門は委託化が進んでいる。

○平成29年度は、東村山福祉園の一部の分割移譲によ

る定員減に伴い人件費が減少、平成30年度は、東村山

福祉園の分割移譲と希望の郷東村山の開設による利用

者定員増に伴い、人件費が増加している。

○都派遣職員から固有職員・契約職員への入れ替わり

が進み、人件費の増加傾向は続いている。

○指定管理施設の清掃等の建物管理、洗濯・調理等の

間接支援部門等については、施設の実情に応じ、再委託

を行っている。

○都派遣職員の解消が着実に進む中、職員数に占める

都派遣職員数の割合は急速に低下し、新たに採用する

固有職員・契約職員への入れ替わりが進んでいる。

○職種の構成としては70％以上と大半が福祉職であり、

その他事務、看護師をはじめとする医療職、心理、調理

等の多様な職種で構成されている。

○急速な職員の若返りと経験年数の浅い職員の急増が

進む状況において、都派遣職員は、ベテラン職員又は管

理監督者として、事業団を担う職員を育成し、これまで事

業団施設が培ってきた利用者支援のノウハウを継承させ

る役割を担っている。
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主な事業成果

事業
成果
①

○どんなに障害が重くても希望する地域で暮らせる共生

社会の実現に向けて、障害者（児）入所施設は入所中の

利用者の安全安心な生活を支援することにとどまらず、

入所者の希望に基づき、自活訓練事業の実施や関係機

関等の調整など、地域生活への移行に向けた支援を行

うことが求められている。

〇最重度の障害者や家庭環境等に重層的な課題を抱え

る障害児等、地域移行が容易ではない利用者について

も着実に地域移行の取組を進め、都の政策に貢献して

いる。
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団体

戦略番号

戦

略

１

利用者・児童の権利擁護

を第一とした支援の実現

新

規

①特別な支援が必要な利用者・児童を受け入れる中で、全職員が権利擁護の意義を認識

し、利用者本位のサービス・児童に寄り添った支援を提供している。

②懲戒処分に該当するような重大事故を発生させないため、虐待防止への意識や取組が

職員に浸透している。

③利用者等の意見や苦情を受け止める体制や方策が整っている。

組織

運営
〇

戦

略

２

蓄積してきた支援技術を

生かした高度なケアの提

供

見

直

し

1,3

①蓄積してきた支援技術を継承した若手職員が中堅職員へと育っている。

・固有正規職員（福祉職）平均在職年数…7.3年以上

②専門的なケアに必要な知識・技術を習得している。

③専門性を活かし、利用者・児童の特性や状況に応じた支援を提供している。

④他団体への支援技術・ICT等の普及を行っている。

事業

運営
〇 〇

戦

略

３

地域の福祉向上への貢

献、地域との連携の強化

見

直

し

4

①東村山福祉園は、改築後の施設で運営しており、地域の障害児の支援が充実してい

る。

②日野療護園は、計画どおり改築され、地域の障害者の支援を拡充している。

③地域が求める役割（地域交流スペースの提供、学校役員や自治会役員を担う、地域行

事への職員動員・物品貸出など）を担い、地域との協働が進んでいる。

事業

運営
〇

戦

略

４

社会福祉法人としての運

営基盤の強化

見

直

し

2

①安定的な運営が可能な人材の確保・育成ができている。

・固有正規職員（福祉職）離職率11.9%(2020年度)を維持

・管理監督者の固有職員割合40％

②働きやすい職場環境が整備されると共に、職員の負担軽減が図られている。

③自主運営施設で必要な積立が計画的に行われている。

組織

運営
〇 〇

戦

略

５

都長期

戦略

（様式１）

(社福)東京都社会福祉事業団 （所管局） 福祉保健局

経営

改革

事業

執行

ポスト

コロナ

先進的

なDX
財務

民間等

連携
戦略名

現プランとの関係
３年後（2023年度）の到達目標

目標

区分



・広告等一方的に送付されてくるものや、施設においては関係機関の要望によりFAXで書

類の送付を行っているケースがある

・非常災害時BCPにて、各施設から本部への情報提供の手段をFAXとしている

デジタルツール等の活用により、FAXの送信数・受信数の98％削減（本部のみ対象）

※先方の指示による送受信除く

会議資料等のペーパーレス化に向け、検討を行っている コピー用紙の使用量を2020年度比で30％削減する（本部のみ対象）

情報開示に係る手数料について、現金での徴収を行っている 団体の規程等に基づく手数料の徴収については、全施設にてキャッシュレス化に対応する

テレワーク 本部においては、同時に端末を複数人の職員が共有する体制で実施
本部のテレワーク可能な職員については、月40％実施（2021年8月対象）

※「実施件数/当月の勤務日数/テレワーク勤務可能な職員数」により算出

キャッシュレス

タッチレス 保護者会や採用説明会において、オンライン対応を一部導入

・保護者会や採用説明会等において、対面式とオンライン対応を併用して実施する

・受験生の利便性を高めるため、５回実施する採用選考と同じ回数以上、オンライン説明

会を実施する

５

つ

の

レ

ス

はんこレス
都民・事業者等からの申請については、外泊の届出、施設・物品の貸出申請、個人情報開

示請求等の手続において紙での申請となっており、押印を求める様式となっている
団体の規程等に基づく対応可能な手続については、全件規程等を改正

FAXレス

ペーパーレス

手続の

デジタル化

都民・事業者等からの申請については、外泊の届出、施設・物品の貸出申請、個人情報開

示請求等の手続において紙での申請となっている
団体の規程等に基づく対応可能な手続については、全件規程等を改正

共通戦略 手続のデジタル化・５つのレスの推進・テレワーク

(社福)東京都社会福祉事業団

取組事項
現状

（2020年11月末現在）
2021年度末の到達目標


